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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】耐力及び剛性の低下を低減しつつ、コンクリー
トスラブに開口部を形成できる構造物を提供する。
【解決手段】構造物１０は、水平二方向に配列された複
数の柱３０と、複数の柱３０に支持されたコンクリート
スラブ４０と、を備え、コンクリートスラブ４０が、互
いに隣接する４本の柱３０で囲まれると共に中央部に少
なくとも一つの開口部が形成された床領域を有している
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水平二方向に配列された複数の柱と、
　前記複数の柱に支持されたコンクリートスラブと、
　を備え、
　前記コンクリートスラブが、互いに隣接する４本の前記柱で囲まれると共に中央部に少
なくとも一つの開口部が形成された床領域を有する、
　構造物。
【請求項２】
　前記コンクリートスラブが複数階に設けられ、
　前記複数階のコンクリートスラブの前記床領域にそれぞれ形成された前記開口部が、平
面視にて重なっている、
　請求項１に記載の構造物。
【請求項３】
　水平二方向に配列された複数の柱と、
　前記複数の柱に支持されたコンクリートスラブと、
　を備え、
　前記コンクリートスラブが、互いに隣接する４本の前記柱で囲まれ、かつ中央部に少な
くとも一つの開口部がそれぞれに形成された床領域を複数有する、
　構造物。
【請求項４】
　前記複数の柱の外側に設けられた耐震架構を備え、
　前記複数の柱の配列方向が、前記耐震架構に対して傾斜している、
　請求項１～請求項３の何れか１項に記載の構造物。
【請求項５】
　前記水平二方向のうち、水平一方向に配列された前記柱の間隔をＬａとし、水平他方向
に配列された前記柱の間隔をＬｂとしたときに、
　前記開口部は、前記床領域の中央部に設定された仮想矩形領域に形成され、
　前記仮想矩形領域は、一辺が前記水平一方向に沿うと共に該一辺の長さがＬａ／２とさ
れ、他辺が前記水平他方向に沿うと共に該他辺の長さがＬｂ／２とされている、
　請求項１～請求項４の何れか１項に記載の構造物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、構造物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　コンクリートスラブには、例えば、洗面台等の水廻り設備用の縦配管が挿入される開口
部（例えば、特許文献１，２参照）や、照明機器等が設置される開口部（例えば、特許文
献３参照）が形成される。
　特許文献１では、洗面台等の水廻り設備の近傍に縦配管が挿入される開口部を水廻り設
備毎に複数に設けている。或いは、開口部を複数設けない場合には、水廻り設備から縦配
管までの横引き配管の距離を長くして配管している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－１６２９５２号公報
【特許文献２】特開平１１－２００４３４号公報
【特許文献３】特開２００６－０７７４２１号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、コンクリートスラブに開口部を形成すると、耐力及び剛性が低下し、開口部
に対する補強が増加する可能性がある。
【０００５】
　本発明は、上記の事実を考慮し、耐力及び剛性の低下を低減しつつ、コンクリートスラ
ブに開口部を形成することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　請求項１に記載の構造物は、水平二方向に配列された複数の柱と、前記複数の柱に支持
されたコンクリートスラブと、を備え、前記コンクリートスラブが、互いに隣接する４本
の前記柱で囲まれると共に中央部に少なくとも一つの開口部が形成された床領域を有する
。
【０００７】
　請求項１に係る構造物によれば、複数の柱が水平二方向に配列されている。これらの柱
には、コンクリートスラブが支持されている。
【０００８】
　ここで、地震時には、主として柱の配列方向に沿ってコンクリートスラブに地震力が流
れる。そのため、隣接する柱間に開口部を形成すると、コンクリートスラブの耐力及び剛
性の低下が課題となる。
【０００９】
　これに対して本発明では、互いに隣接する４本の柱で囲まれたコンクリートスラブの床
領域の中央部に、少なくとも一つの開口部が形成されている。つまり、地震力が流れる柱
間（柱列帯）を避けた床領域の中央部に、少なくとも一つの開口部が形成されている。し
たがって、コンクリートスラブの耐力及び剛性を確保できる。
【００１０】
　また、本発明では、コンクリートスラブの床領域の中央部に、少なくとも一つの開口部
が設けられている。これにより、縦配管から水廻り設備（トイレ、洗面台等）までの横引
き配管の距離を短くすることができる。
【００１１】
　請求項２に記載の構造物は、請求項１に記載の構造物において、前記コンクリートスラ
ブが複数階に設けられ、前記複数階のコンクリートスラブの前記床領域にそれぞれ形成さ
れた前記開口部が、平面視にて重なっている。
【００１２】
　請求項２に係る構造物によれば、コンクリートスラブが複数階に設けられている。そし
て、複数階のコンクリートスラブの床領域にそれぞれ形成された開口部が平面視にて重な
っている。これにより、各コンクリートスラブに形成された開口部を介して、例えば設備
用の縦配管を複数階に亘って直線的に敷設することができる。また、例えば、開口部を採
光窓（例えば、天窓など）として使用する場合には、各コンクリートスラブの開口部を介
して複数階に亘って光を取り入れ易くなる。
【００１３】
　請求項３に記載の構造物は、水平二方向に配列された複数の柱と、前記複数の柱に支持
されたコンクリートスラブと、を備え、前記コンクリートスラブが、互いに隣接する４本
の前記柱で囲まれ、かつ中央部に少なくとも一つの開口部がそれぞれに形成された床領域
を複数有する。
【００１４】
　請求項３に係る構造物によれば、水平二方向に複数の柱が配列されている。これらの柱
には、コンクリートスラブが支持されている。
【００１５】
　ここで、地震時には、主として柱の配列方向に沿ってコンクリートスラブに地震力が流
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れる。そのため、隣接する柱間に開口部を形成すると、コンクリートスラブの耐力及び剛
性の低下が課題となる。
【００１６】
　これに対して本発明では、互いに隣接する４本の柱で囲まれたコンクリートスラブの床
領域の中央部に、少なくとも一つの開口部が形成されている。つまり、地震力が流れる柱
間（柱列帯）を避けた床領域の中央部に、少なくとも一つの開口部が形成されている。し
たがって、コンクリートスラブの耐力及び剛性を確保できる。
【００１７】
　また、本発明のコンクリートスラブは、開口部がそれぞれに形成された床領域を複数有
している。これらの開口部に設備用の縦配管を必要に応じて、かつ適宜な近傍に位置する
開口部を選択して敷設することにより、縦配管から水廻り設備（トイレ、洗面台等）まで
の横引き配管の距離を短くすることができる。
【００１８】
　請求項４に記載の構造物は、請求項１～請求項３の何れか１項に記載の構造物において
、前記複数の柱の外側に設けられた耐震架構を備え、前記複数の柱の配列方向が、前記耐
震架構に対して傾斜している。
【００１９】
　請求項４に係る構造物によれば、複数の柱の外側に耐震架構が設けられている。この場
合、構造物全体としては、主として耐震架構に沿って地震力が流れる。そのため、一般的
には、耐震架構に対して平行及び直交する水平二方向に複数の柱が配列される。
【００２０】
　これに対して本発明では、複数の柱の配列方向が耐震架構に対して傾斜している。この
ような本発明の柱割は、例えば耐震架構に対して平行及び直交する水平二方向に複数の柱
を配列する一般的な柱割をベースとし、各方向について柱を１本おきに省略することによ
り形成される。この場合、省略した柱位置が、互いに隣接する４本の柱で囲まれた床領域
の略中心（略図心）となる。つまり、省略した柱位置は、地震力を大きく負担しない領域
となる。したがって、省略した各柱位置に開口部を形成することにより、コンクリートス
ラブの耐力及び剛性を確保しつつ、当該コンクリートスラブに複数の開口部を均等に形成
することができる。
【００２１】
　請求項５に記載の構造物は、請求項１～請求項４の何れか１項に記載の構造物において
、前記水平二方向のうち、水平一方向に配列された前記柱の間隔をＬａとし、水平他方向
に配列された前記柱の間隔をＬｂとしたときに、前記開口部は、前記床領域の中央部に設
定された仮想矩形領域に形成され、前記仮想矩形領域は、一辺が前記水平一方向に沿うと
共に該一辺の長さがＬａ／２とされ、他辺が前記水平他方向に沿うと共に該他辺の長さが
Ｌｂ／２とされている。
【００２２】
　請求項５に係る構造物によれば、仮想矩形領域は、床領域の中央部に設定されている。
この仮想矩形領域は、水平二方向のうち、水平一方向に配列された柱の間隔をＬａとし、
水平他方向に配列された柱の間隔をＬｂとしたときに、上記水平一方向に沿った一辺の長
さがＬａ／２とされ、上記水平他方向に沿った他辺の長さがＬｂ／２とされている。この
仮想矩形領域に開口部を形成することにより、床領域の耐力及び剛性を確保できる。
【発明の効果】
【００２３】
　以上説明したように、本発明に係る構造物によれば、耐力及び剛性の低下を低減しつつ
、コンクリートスラブに開口部を形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の一実施形態に係る構造物の所定階を示す平面図である。
【図２】図１の一部拡大平面図である。
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【図３】図１に示される構造物の縦断面図である。
【図４】図１に示されるコンクリートスラブの縦断面図である。
【図５】図１に示される所定階の柱割の変形例を示す図２に相当する拡大平面図である。
【図６】図１に示されるコンクリートスラブのスラブ筋の配筋例を示す平断面図である。
【図７】図１に示されるコンクリートスラブのスラブ筋の他の配筋例を示す平断面図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、図面を参照しながら、本発明の一実施形態に係る構造物について説明する。なお
、各図において適宜示される矢印Ｘ及び矢印Ｙは、互いに直交する水平二方向を示してい
る。
【００２６】
　図１には、本実施形態に係る構造物１０の所定階が示されている。構造物１０は、例え
ば、設備配管が多く、且つ間取り変更や用途変更等の更新性が求められる病院や研究施設
、工場、集合住宅等として使用される。この構造物１０は複数階からなり、その外周部に
耐震要素が集約されている。これにより、間取り変更や用途変更等の自由度が高められて
いる。
【００２７】
　具体的には、構造物１０の外周部は、複数の耐震架構１２Ｘ，１２Ｙが設けられている
。耐震架構１２Ｘは矢印Ｘ方向に沿って配置され、耐震架構１２Ｙは矢印Ｙ方向に沿って
配置されている。各耐震架構１２Ｘ，１２Ｙは、柱（外周柱）１４及び梁（外周梁）１６
を有している。
【００２８】
　各耐震架構１２Ｘ，１２Ｙには、図示しない耐震壁やブレース等が適宜設けられており
、大きな地震力を負担可能になっている。そのため、地震時には、主として耐震架構１２
Ｘ，１２Ｙ（矢印Ｘ方向及び矢印Ｙ方向）に沿って地震力が流れる。なお、耐震架構１２
Ｘ，１２Ｙは、壁柱や壁梁等で形成することも可能である。また、耐震架構１２Ｘ，１２
Ｙは、構造物１０の四周に設けても良い。
【００２９】
　構造物１０の内部には、一例として、一対の廊下１８と、図示しない間仕切壁等によっ
て複数の部屋に区画される部屋領域２０とが設けられている。一対の廊下１８は、耐震架
構１２Ｘに沿って矢印Ｘ方向にそれぞれ延びている。この一対の廊下１８の間に、部屋領
域２０が設けられている。なお、一対の廊下１８と部屋領域２０とは、矢印Ｘ方向に沿っ
て配置された複数の架構２２によって区画されている。各架構２２は、柱２４及び梁２６
を有している。また、対向する柱１４と柱２４とには、梁１７がそれぞれ架設されている
が、これらの梁１７は省略可能である。
【００３０】
　部屋領域２０には、複数の柱３０及び複数のパイプシャフト（ライフシャフト）３２が
設けられている。これらの柱３０及びパイプシャフト３２は、千鳥状に配列されている。
複数の柱３０は、鉄骨造や鉄筋コンクリート造で形成されており、複数階のコンクリート
スラブ４０を支持している。
【００３１】
　ここで、部屋領域２０の柱割は、例えば、耐震架構１２Ｘに対して平行及び直交する水
平二方向（矢印Ｘ方向及び矢印Ｙ方向）に複数の柱３０を略等間隔で配列する一般的な柱
割をベースとし、各方向について柱３０を１本おきに省略することにより形成されている
。そして、柱３０を省略した位置に、パイプシャフト３２が設置されている。
【００３２】
　このように１本おきに柱３０を省略した場合、耐震架構１２Ｘ，１２Ｙに対して所定の
傾斜角度θ（本実施形態では略４５度）で傾斜する水平二方向（本実施形態では互い直交
する矢印Ｓ方向及び矢印Ｔ方向）に複数の柱３０が配列されることになる。より具体的に
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は、上記のように１本おきに柱３０を省略すると、図２に示されるように、中央のパイプ
シャフト３２を挟んで矢印Ｘ方向、矢印Ｙ方向に隣接する柱３０の間隔よりも、矢印Ｓ方
向、矢印Ｔ方向に隣接する柱３０の間隔Ｌａ，Ｌｂが狭くなる。そのため、柱３０の配列
方向が、矢印Ｘ方向及び矢印Ｙ方向から矢印Ｓ方向及び矢印Ｔ方向に変更される。
【００３３】
　なお、ここでいう「柱３０の配列方向」とは、所定の柱３０と直近の柱３０とを結ぶ直
線の方向を意味し、本実施形態では矢印Ｓ方向及び矢印Ｔ方向がこれに相当する。そして
、柱３０の配列方向に沿ったコンクリートスラブ４０の部位（以下、この部位を「柱列帯
４０Ｓ，４０Ｔ」という）に地震力が流れる。
【００３４】
　図３に示されるように、各階のコンクリートスラブ４０の上には、部屋領域２０の床を
形成するパネル状の床材４２が敷設されている。床材４２は、図示しない支柱を介してコ
ンクリートスラブ４０に支持されている。つまり、部屋領域２０には、二重床構造が適用
されている。これにより、床材４２とコンクリートスラブ４０との間に、各種の配管や配
線が敷設可能な床下スペース４４が形成されている。なお、図１及び図２では、床材４２
の図示が省略されている。
【００３５】
　床材４２の上には、上下方向に延びる縦配管３４を収納するパイプシャフト３２が立て
られている。パイプシャフト３２は、上下方向に延びると共に断面略矩形の筒状に形成さ
れており、コンクリートスラブ４０に形成された設備用の開口部４６上に配置されている
。
【００３６】
　また、パイプシャフト３２は、その下端部が床下スペース４４に接続されると共に、そ
の上端部が上階のコンクリートスラブ４０と天井材４８との間に形成された天井内スペー
ス５０に接続されている。これにより、コンクリートスラブ４０の開口部４６、床下スペ
ース４４、パイプシャフト３２、及び天井内スペース５０を介して、縦配管３４が複数階
に亘って敷設可能になっている。また、隣接階のコンクリートスラブ４０に形成された開
口部４６同士は、平面視にて少なくとも一部が重なっている。これにより、隣接階の開口
部４６を介して縦配管３４が複数階に亘って直線的に敷設可能になっている。なお、開口
部４６が仮想矩形領域４０Ｖの範囲内に設けられる限り、開口部４６同士が平面視にて重
ならなくとも好適に実施できる。
【００３７】
　縦配管３４には、横引き配管５４を介して床材４２上に設置されたトイレや洗面台等の
水廻り設備５２が接続されている。横引き配管５４は、床下スペース４４に敷設されてい
る。この横引き配管５４には、水廻り設備５２から縦配管３４へ排水が流れ易いように排
水勾配が付けられている。
【００３８】
　なお、本実施形態では、全てのパイプシャフト３２及び開口部４６に縦配管３４が敷設
されているわけではなく、縦配管３４が敷設されていない予備のパイプシャフト３２及び
開口部４６が設けられている。これらの予備のパイプシャフト３２及び開口部４６には、
水廻り設備５２の配置変更等に伴って縦配管３４が適宜敷設される。
【００３９】
　また、コンクリートスラブ４０は、梁に支持されないＲＣ造のフラットスラブとされて
いる。これにより、コンクリートスラブ４０が順梁で支持された構成と比較して、天井内
スペース５０の必要高さＨ２が低くなっている。なお、天井内スペース５０には、各種の
配線や配管が敷設可能になっている。
【００４０】
　さらに、コンクリートスラブ４０は、図４に示されるように、内部に軽量化用の複数の
中空材５６が埋設されたボイドスラブとされている。これにより、コンクリートスラブ４
０のロングスパン化を可能しつつ、その撓み量が最小限に抑えられている。なお、中空材
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５６には、発砲スチロールや鋼管などを用いることができる。また、中空材５６の形状は
、断面楕円形に限らず、例えば、円形断面であっても良い。
【００４１】
　また、柱３０の柱頭部には、スラブ厚を一部大きくした変厚部（キャピタル）を設けて
も良い。また、コンクリートスラブ４０は、フラットスラブに限らず、柱３０間に架設さ
れた梁に支持されていても良い。さらに、コンクリートスラブ４０は、ボイドスラブに限
らず、例えば、中空材５６がない無垢スラブとしても良いし、プレストレスが導入された
プレストレスコンクリートスラブとしても良い。
【００４２】
　ここで、コンクリートスラブ４０の開口部４６について説明する。
【００４３】
　図２に示されるように、各階のコンクリートスラブ４０は、互いに隣接する４本の柱３
０で囲まれた複数の床領域Ｒを有している。なお、ここでいう床領域Ｒとは、互いに隣接
する４本の柱３０の材軸を結ぶ矩形の領域（点線内の領域）を意味する。この床領域Ｒの
中央部には、前述した柱列帯４０Ｓ，４０Ｔによって囲まれた仮想矩形領域４０Ｖが設定
される。
【００４４】
　柱列帯４０Ｓ，４０Ｔは、矢印Ｓ方向及び矢印Ｔ方向にそれぞれ延びている。これらの
柱列帯４０Ｓ，４０Ｔは、例えば、以下の領域として設定される。すなわち、矢印Ｓ方向
に配列された柱３０の間隔をＬａとすると、柱列帯４０Ｔは、柱３０の材軸から両側へそ
れぞれＬａ／４の幅（＝２×Ｌａ／４）を有する帯状領域として設定される。これと同様
に、矢印Ｔ方向に配列された柱３０の間隔をＬｂとすると、柱列帯４０Ｓは、柱３０の材
軸から両側へそれぞれＬｂ／４の幅（＝２×Ｌｂ／４）を有する帯状領域として設定され
る。
【００４５】
　上記のように柱列帯４０Ｓ，４０Ｔを設定した場合、これらの柱列帯４０Ｓ，４０Ｔに
よって囲まれた仮想矩形領域４０Ｖでは、矢印Ｓ方向（水平一方向）に沿った一辺４０Ｖ
１の長さがＬａ／２となり、矢印Ｔ方向（水平他方向）に沿った他辺４０Ｖ２の長さがＬ
ｂ／２となる。この仮想矩形領域４０Ｖ内に、開口部４６が形成される。つまり、本実施
形態では、柱列帯４０Ｓ，４０Ｔを避けた床領域Ｒの中央部に開口部４６が形成される。
【００４６】
　なお、開口部４６は、仮想矩形領域４０Ｖの少なくとも一部に形成することができる。
つまり、仮想矩形領域４０Ｖには、その全域に亘る一つの大きな矩形の開口部を形成して
も良い。また、開口部４６の形状や数は適宜変更可能であり、例えば、矩形の開口部を仮
想矩形領域４０Ｖに形成しても良いし、複数の開口部を仮想矩形領域４０Ｖ内に形成して
も良い。さらに、ここでいう「開口部」とは、必ずしもコンクリートスラブ４０の一部が
開放された部分をいうものではなく、事前に開口部を設けた上で、コンクリート製等の蓋
部材にて閉鎖された開口部、或いは、仮想矩形領域４０Ｖの範囲内に設けられ、建造当初
は開放されていない開口部（供用を開始した後に形成された開口部）も含むものとする。
【００４７】
　次に、本実施形態の作用について説明する。
【００４８】
　図１には、複数の部屋に区画される部屋領域２０が示されている。この部屋領域２０に
は、複数の柱３０及びパイプシャフト３２が千鳥状に配列されている。つまり、部屋領域
２０には、水平二方向（矢印Ｓ方向及び矢印Ｔ方向）にパイプシャフト３２が略等間隔で
配列されている。
【００４９】
　これにより、図３に示されるように、所定の水廻り設備５２から直近のパイプシャフト
３２内の縦配管３４までの距離Ｄが短くなるため、これらの水廻り設備５２と縦配管３４
とを接続する横引き配管５４の長さが短くなる。したがって、二点鎖線で示されるように
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横引き配管５４の長さが長い場合と比較して、床下スペース４４の必要高さＨ１を低くす
ることができる。よって、構造物１０の階高を低くすることができる。
【００５０】
　また、隣接階のコンクリートスラブ４０に形成された開口部４６同士は、平面視にて少
なくとも一部が重なっている。これにより、隣接階のコンクリートスラブ４０に形成され
た開口部４６を介して、縦配管３４を複数階に亘って直線的に敷設することができる。な
お、開口部４６が仮想矩形領域４０Ｖの範囲内に設けられる限り、開口部４６同士が平面
視にて重ならなくとも好適に実施できる。
【００５１】
　さらに、本実施形態では、コンクリートスラブ４０がフラットスラブとされている。こ
れにより、コンクリートスラブ４０の下面から天井内スペース５０に梁型が突出しないた
め、天井内スペース５０の必要高さＨ２を低くすることができる。したがって、構造物１
０の階高をさらに低くすることができる。
【００５２】
　しかも、本実施形態では、部屋領域２０に予備のパイプシャフト３２が設けられると共
に、コンクリートスラブ４０に予備の開口部４６が形成されている。そのため、例えば、
部屋領域２０の間取り変更や用途変更に伴って水廻り設備５２が配置変更されたり、新設
されたりした場合であっても、予備のパイプシャフト３２及び開口部４６に縦配管３４を
適宜敷設することにより、縦配管３４から水廻り設備５２までの距離Ｄを短くすることが
できる。したがって、部屋領域２０の間取り変更や用途変更等の更新性を高めることがで
きる。
【００５３】
　また、本実施形態では、図２に示されるように、コンクリートスラブ４０の床領域Ｒの
中央部には、柱列帯４０Ｓ，４０Ｔによって囲まれた仮想矩形領域４０Ｖが設定されてお
り、この仮想矩形領域４０Ｖ内に、縦配管３４を通すための開口部４６が形成されている
。このように地震力が流れる柱列帯４０Ｓ，４０Ｔを避けた仮想矩形領域４０Ｖに開口部
４６を形成することにより、コンクリートスラブ４０の耐力及び剛性を確保することがで
きる。
【００５４】
　また、部屋領域２０の柱割は、耐震架構１２Ｘに対して平行及び直交する水平二方向（
矢印Ｘ方向及び矢印Ｙ方向）に複数の柱３０を配列する一般的な柱割をベースとし、各方
向について柱３０を１本おきに省略することにより形成される。この場合、省略した柱３
０の位置が、互いに隣接する４本の柱で囲まれた床領域Ｒの略中心（略図心）となる。つ
まり、省略した柱３０の位置（パイプシャフト３２に相当）は、地震力を大きく負担しな
い領域となる。したがって、省略した柱３０の位置に開口部４６を形成することにより、
コンクリートスラブ４０の耐力及び剛性を確保しつつ、複数の開口部４６（縦配管３４）
を水平二方向（矢印Ｓ方向及び矢印Ｔ方向）に略等間隔で配列することができる。
【００５５】
　なお、上記のように柱３０を１本おきに省略した場合に、耐震架構１２Ｘ，１２Ｙに対
して傾斜する方向に柱３０が配列されるための条件は、次のとおりである。すなわち、図
５に示されるように、矢印Ｘ方向及び矢印Ｙ方向に隣接する柱３０の間隔をそれぞれＬＸ

，ＬＹとすると、ＬＸ，ＬＹ＞Ｌａ，Ｌｂとなる。
【００５６】
　また、上記条件を別の式で表現すると、次のようになる。すなわち、ベースとなる柱３
０の矢印Ｘ方向及び矢印Ｙ方向の間隔をｍＸ，ｍＹとすると、ｍＹ≦ｍＸ＜（３１／２）
ｍＹとなる。また、図５から分かるように、耐震架構１２Ｘ，１２Ｙに対する柱３０の配
列方向の傾斜角度θ（図１も参照）は、３０°＜θ＜６０°となる。これらの条件を満た
す範囲内で、耐震架構１２Ｘ，１２Ｙに対して柱３０の配列方向を適宜傾斜させることが
できる。なお、ｍＸ，ｍＹは、大小関係が逆となっても良い。
【００５７】
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　また、コンクリートスラブ４０のスラブ筋の配筋方法について補足すると、図６に示さ
れるように、コンクリートスラブ４０のスラブ筋６０は、例えば、柱３０の配列方向（矢
印Ｓ方向及び矢印Ｔ方向）に沿って配筋される。この際、地震力が流れる柱列帯４０Ｓ，
４０Ｔでは、他の部位よりもスラブ筋６０のピッチを狭くしたり、鉄筋径を太くしたりし
ても良い。この図６に示される例では、スラブ筋６０の配筋量が少ない位置に開口部４６
が形成されることになるため、コンクリートスラブ４０の耐力及び剛性を合理的に確保す
ることができる。なお、開口部４６の周辺部は、適宜補強しても良い。また、符号６２は
、柱３０の柱脚部や、柱頭部を補強する補強筋である。
【００５８】
　また別の例では、図７に示されるように、矢印Ｘ方向及び矢印Ｙ方向に沿ってスラブ筋
６０が配筋される。この際、スラブ筋６０の配筋量等は、例えば、柱列帯４０Ｔに沿って
流れる地震力Ｐを矢印Ｘ方向の分力ＰＸと矢印Ｙ方向の分力ＰＹに分割し、これらの分力
ＰＸ，ＰＹに応じて適宜設定すれば良い。この図７に示される例では、スラブ筋６０の配
筋方向が耐震架構１２Ｘ，１２Ｙや架構２２と同じ方向となり、容易に配筋することがで
きるため、施工性が向上する。
【００５９】
　なお、柱列帯４０Ｓ，４０Ｔは、そのスラブ厚を部分的に厚くすることも可能である。
【００６０】
　次に、上記実施形態の変形例について説明する。
【００６１】
　上記実施形態では、部屋領域２０に複数のパイプシャフト３２を矢印Ｓ方向及び矢印Ｔ
方向に略等間隔で配列した例を示したが、パイプシャフト３２の配置や数は適宜変更可能
である。また、上記実施形態では、部屋領域２０に、縦配管３４が敷設されていない予備
のパイプシャフト３２及び開口部４６を設けた例を示したが、これらの予備のパイプシャ
フト３２及び開口部４６も適宜省略可能である。
【００６２】
　また、上記実施形態では、コンクリートスラブ４０の開口部４６に縦配管３４を通した
例を示したが、これに限らない。設備用の開口部４６には、配線や配管等の種々の設備材
を通すことができる。さらに、開口部４６は、天窓等の採光窓としても使用することがで
きる。この場合、隣接階のコンクリートスラブ４０に形成された開口部４６同士を平面視
にて重ねることにより、複数階に亘って光を取り入れることができる。
【００６３】
　また、上記実施形態では、複数階のコンクリートスラブ４０に（例えば、５階建ての構
造物において、２階及び３階のコンクリートスラブ４０に）開口部４６をそれぞれ形成し
た例を示したが、これに限らない。例えば、所定階（例えば、３階）のコンクリートスラ
ブ４０にある複数の床領域４０Ｒに、開口部４６をそれぞれ形成しても良いし、所定階（
例えば、３階）のコンクリートスラブ４０にある一つの床領域４０Ｒにのみ開口部４６を
形成しても良い。
【００６４】
　さらに、上記実施形態では、柱３０の外側（柱３０よりも構造物１０の外周側）に設け
られた耐震架構１２Ｘ，１２Ｙに対して、複数の柱３０の配列方向を傾斜させた例を示し
たが、これに限らない。柱３０の配列方向は、耐震架構１２Ｘ，１２Ｙに対して傾斜して
いなくても良い。
【００６５】
　以上、本発明の一実施形態について説明したが、本発明はこうした実施形態に限定され
るものでなく、一実施形態及び各種の変形例を適宜組み合わせて用いても良いし、本発明
の要旨を逸脱しない範囲において、種々なる態様で実施し得ることは勿論である。
【符号の説明】
【００６６】
１０　　　構造物
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１２Ｘ　　耐震架構
１２Ｙ　　耐震架構
３０　　　柱
４０　　　コンクリートスラブ
４０Ｖ　　仮想矩形領域
４０Ｖ１　一辺
４０Ｖ２　他辺
４６　　　開口部
Ｒ　　　　床領域
矢印Ｓ　　柱の配列方向（水平二方向）
矢印Ｔ　　柱の配列方向（水平二方向）
Ｌａ　　　矢印Ｓ方向に配列された柱の間隔
Ｌｂ　　　矢印Ｔ方向に配列された柱の間隔

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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